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1.1.1.1.    研究の背景と目的：研究の背景と目的：研究の背景と目的：研究の背景と目的： 

 これまでの災害対策は、地震や台風などの自然災害が発生しても、出来るだけ被害が発

生しないようにするため、構造工学的な対策に重点が置かれていた。確かに、強い災害の

インパクトを受けても構造的な被害が無ければ、避難をしたり救助をしたり、被災者の援

助なども少なくなるという理屈であるが、このような暗黙の方針は、関東大地震以来繰り

返し強調され、数々の対策が実施されてきたにもかかわらず、実態は、阪神・淡路大震災

に見るごとく、大規模な構造的被害、火災による焼失被害を招いている。 

 

 老朽化した構造物がこの原因とされているが、現在の新しい構造物もいずれは老朽化す

る運命にある。早期の建て替え、更新は一つの対策ではあるが、経済的な制約、資源エネ

ルギーの節約問題、建設廃材の処理問題などを総合的に考慮すれば、現実的な対策とは言

えない。結局、1 つの時間断面を考えれば、都市には、一定割合の老朽構造物が存在する

と考えられるわけで、今後大規模な災害が発生すれば、またまた大きな混乱を招くことは

避けられない。 

 

 したがって、今後の災害対策としては、構造物対策だけでなく、一定程度の被害が発生

することを前提として、災害後の復興を混乱無く実施し、2 次的な被害拡大を防止する対

策を重視する必要がある。とくに被災情報の早期把握と救援・復興を効率的に行うための

情報システムを準備しておくことは、きわめて重要と考えられる。 

 

本研究では、このような観点から、阪神・淡路大震災で大規模な被害を被った神戸市灘・

東灘区の住宅地および長田区、兵庫区の市街地を対象として復興・再建の実態を調査し、



その中からどのような Non-Structural Measure を事前対策として準備しておくことがス

ムーズな復興を可能にするかを検討する。 

 

2. 99 年度の研究実施計画年度の研究実施計画年度の研究実施計画年度の研究実施計画 

予算配分額、研究期間等の条件を勘案して下記の計画により研究を実施した。 

 

1）阪神・淡路大震災の被害状況に関しては、過年度に実施した資料を用いて、復興の実態

を分析することとした。特に、長田・兵庫区の商店街の復興に焦点を当て、復興の実態

を明らかにするとともに、既存商業統計等との関連を分析した。 

2）上記の結果を踏まえて、今後、大地震の到来により被害が予想される藤沢市を取り上げ、

商店街の災害防備体制の調査を行った。 

3）藤沢市災害情報センターに期待される機能、市民レベルの災害防備体制を検討した。 

 

3. 研究成果研究成果研究成果研究成果 

1）阪神・淡路大震災による神戸市商店街への影響調査 

 長田・兵庫区の被災が大きかった 10 商店街を取り上げ、災害前、災害後の営業再開

時および調査時点における商業活動の状況、商店主の意識等を調査した。この結果の詳

細については、99 年度地域安全学会に発表した論文を添付する。 

 

2）藤沢市商店街調査 

現在の藤沢市は関東大地震の頃と異なり、過密な市街地を形成しており、今後想定さ

れる地震に対して大きな被害が発生することが予測されている（藤沢市地震被害調査報

告書）。とくに商店街近辺は建物の密集度が高く、建物の倒壊、火災等による被害が予

測されている。実際に災害が発生した場合には、行政の能力には自ずから限界があり、

住民防災組織等市民レベルの災害対応活動が期待されているが、商店街に属する商店経

営者は、この市民活動の核となる可能性が期待される。 

この観点から、藤沢市内の商店街連合会加盟の全商店街を対象にアンケートを実施し

た。この結果については、現在集計作業を実施中であるが、成果は 2000 年度学会報告

としてまとめる予定である。 

 

3）藤沢市災害情報センターと市民による災害対策 

藤沢市の協力を得て、市の防災担当者と本研究担当グループとの研究会を開催し、藤

沢市の防災対策の現況、今後の対策の方針等を検討した。 

近年、藤沢市は、阪神・淡路大震災を教訓として、災害対策に力を注いでいるが、そ

の一環として、災害情報センターを建設することを決定した。このセンターの機能は、

現在検討中であるが、災害対策に関わるさまざまな行政情報以外に市民と直結する情報



の収集・伝達機能が必要となることは確実である。災害到来以前から市民の災害対策意

識を高め、これを集約する形で行政と市民の情報連絡ルートが確立されていることが望

ましい。 

市民側でも地震災害に対する関心は高まっており、自主的に災害対策活動を実施して

いるグループも存在する。この中で、とくに活動が活発な、六会石川天神地区の活動に

着目し、集会に参加して情報収集を行うとともに、大学における研究会も行い、これら

の活動に対し、藤沢市に立地する大学としてＳＦＣの果たすべき役割などを検討した。 

石川天神地区の活動の中で特筆するべきは、建設業関係者が各企業単位で保有する機

材等のリストを作成し、これを表現する地区の地図を作成し、地元住民に配布している

ことである。これらの成果をデジタル化して Web database として、市の災害情報セ

ンターからもアクセスできるようにすれば、市全体として利用しうる情報となり、有用

性が向上する。さらに、今後、一般市民レベルでインターネット利用が普及することを

前提とすれば、データの更新が容易になり、また、写真などのデータも含めることによ

り、保有する機材の性能等も判定しやすくなるので緊急時の情報として活用しやすくな

るなど今後の活用方策が検討された。 

これらの活用方策を具体化する上で市民グループ活動に対するＳＦＣの支援が期待

されているので、これについては、2000 年度以降の研究計画に組み入れて継続研究と

することを考えている。 

 

（資料-1） 

 次ページ以降に、99 年 11 月地域安全学会に報告した神戸市商店街調査結果に関す

る論文を添付する。 



1.1.1.1.はじめにはじめにはじめにはじめに    
1995 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災は、神戸市を

はじめとする周辺地域に大きな被害をもたらした。そ

の後 4 年が経過し、街並みや被災者の生活も徐々に復

興しつつあるように見える。しかしながら、被災地の

復興状況は必ずしも順調ではないのが現状である。こ

れは、単に住宅供給だけを実施しても必ずしもまちの

再建につながらないという問題から発生しているもの

だと思われる。災害復興政策の原則が自立復興である

限り、都市の経済活動が復興しなければ本格的な復興

は望むことが出来ないのである。つまり、都市の復興

状況を適切に把握するためには、公共施設の復旧状況、

住宅の修復・再建などの状況と合わせて、都市活動の

活性化の状況も検討の対象とする必要がある。都市活

動としては様々な活動が考えられるが、その中でも、

近隣商業活動は、それ自体が重要な都市活動であるだ

けでなく、各種の都市活動の活性化の度合いが反映さ

れる指標としても着目される。 
そこで本論文では、1998 年 8 月に地域安全学会震災調

査研究会が実施した「商店街復興状況調査」（以後「商
店街調査」という）の分析から、被災地商店街の震災
発生直後からの復興過程並びに、商店街の復興状況を

震災前、震災後営業再開時、現在の 3 つの時点におけ

る状況の比較から現状を把握し、現在どのような問題

に直面しているのかを探ったものである。 

 

2.2.2.2.調査概要調査概要調査概要調査概要    
 今回実施した「商店街調査」の調査概要は以下の通
りである。 
(1)調査対象 

神戸市商店街連合会のリストから兵庫区、長田区、須

神戸市の近隣商業の復興状況 
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磨区内の商店街を抽出し、各商店街が属する町丁目の被災

率（（全壊+全焼棟数）／全棟数）を算出した。被災率の高

い順に商店数約 600 を目途に商店街を選定した結果、神

戸市長田区、兵庫区内の 10 商店街に属する全商店 522 件

を対象として、アンケート調査を行った。結果的に須磨区

の商店街は、調査対象から外れたが、これは、周辺市街地

の被災の割合を軸に選定したためで、須磨区の商店街の被

災度が低いと言うことではない。 

(2)調査形式 

 1998 年 8 月 15 日〜 20 日に訪問配布、1998 年 8 月 25

〜 29 日に訪問回収を行った。訪問時に不在、あるいは未

記入の商店については、後日改めて調査員が訪問して回収

を行った。 

(3)調査項目 

 調査項目は、以下の 8 項目である。 

1）回答者属性 

2）震災前の営業状況 

3）震災による被害と震災直後の状況 

4）震災後初めて営業を開始したときの状況 

5）現在の状況 

6）震災前後での営業状況の変化 

7）今後の震災対策 

8）商店・商店街発展のための方策 

(4)回収実績 

本調査の回収実績は、配布 522 票、回収 447 票、回収

率 85.6％であった。 

3.3.3.3.調査結果調査結果調査結果調査結果    
3.13.13.13.1    震災後の営業再開時期震災後の営業再開時期震災後の営業再開時期震災後の営業再開時期 
震災発生後に各商店が営業を再開した時期を示したもの

が図 3.1.1 である。199 年 1 月、2 月、6 月に営業を再開

した商店が多く見られ、震災発生後約半年で約 75.2％の
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商店が営業を再開している。しかし、この時点では、

近隣の空き地や道路、被災した店舗の一部を利用した

というような、不完全な形態で営業を再開した商店も

数軒見受けられた。 

また、営業再開時期を店舗の被害程度別に比較したも

のが、図 3.1.2 である。「全壊・全焼」した商店が営業

を再開するのが最も遅く、その反対に「被害なし」の

商店では、最も遅いところでも 1995 年 3 月には営業

を再開している。「半壊・半焼」した商店と、「一部損

壊・一部焼損」した商店とでは、営業再開までに要し

た期間にほとんど差は見られなかった。 

次に、震災発生後、各商店が営業を開始するまでにか

かった期間を業種別に見てみると図3.1.3のような結果

が得られた。これらの結果を比較すると、「製造業系」

の商店が、他業種の商店に比べて営業を開始したのが

早かったことが分かる。さらに、営業再開までに要し

た時間の各業種別平均値を図 3.1.4 に示す。図 3.1.3 の

結果と同様に最も時間が短かったのが「製造業系」の

業種であり、震災発生から 2 ヶ月足らずで営業を再開

している。逆に「衣料品小売業」と「その他の業種」

では平均 7 ヶ月程度の時間を要しており、業種により

平均で約 5 ヶ月の差が見られた。 

3.23.23.23.2    店舗面積の変化店舗面積の変化店舗面積の変化店舗面積の変化    
震災前と現在の店舗面積の変化の平均値を各業種ごと

に比較した結果が図 3.2.1 である。震災前の水準に達し

ている業種はなく、全体的に規模が小さくなっている

のが見て取れる。「飲食業系」「サービス業系」「その

他・業種不明」の 3 業種が比較的影響が小さく震災前

の約 90％となっている。一方「製造業系」では早期に

営業を再開した商店が多かったものの店舗面積の減少

は大きく、震災前に比べると約 66.9％にまで規模が縮

小しており、震災による影響が非常に大きかったこと

が伺える。 

3.33.33.33.3    従業員数の変化従業員数の変化従業員数の変化従業員数の変化    
震災前後における従業員数の変化について各業種ごとの

平均値を算出した結果を図 3.3.1 に示す。「衣料品小売業」

と「製造業系」「サービス業系」の商店では、他業種に比

べて回復が遅く、営業再開時と比較してもほとんど増加し

ていない。特に「製造業系」商店の震災による影響は深刻

であり、現在の従業員数は、震災前の約 70％にまで減少

している。その他の業種では、上記 3 業種と異なり、営業

再開時からは増加しており、従業員数の回復傾向が見られ

るが、「その他・業種不明」の商店が、震災前の約 110％

と震災前の水準を上回っているほかは、軒並み震災前の水

準を下回っており、未だ復興途上にあるといえる。 

3.4 売上高の変化 
震災前の売上高を 100 としたときの、震災後営業開始直

後と現在の売上高指数の変化を業種別に比較したものが

図 3.4.1 である。指数の単純平均は、その業種の平均売り

上げ額を表すものではないが、概略の好不調の傾向を 
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読みとることは可能である。「飲食業系」は近隣商店街の

中でかなり数が多い業種であるが、震災直後の売上高は、

それほど震災前と変わらず若干の低下が見られた程度で

あったものの、現在では、大きく落ち込み、震災前より

35 ポイントの減少となっている。震災直後には、復旧等

に関連した人の動きが多く、被災地域居住者数の減少を

補完していたため、ある程度の売上高があったものが、

3 年半を経過して外食の需要が落ち込んだためであろう

か。「飲食業系」ほど顕著ではないが、震災直後より現在

の方が売上が減少しているのは全ての業種共通の現象で

あるが、その中にあって、「食料品小売業」は、他業種と

同様に震災直後に、売上高が震災前の約 2／3 程度にな

ったが、その後売上高は、現在に至るまで横這いの状況

が続いている。 

次に、売上高が震災前の状態に戻ったのか、まだ戻って

いない場合にはいつ頃売上高が震災前の状態に戻ると思

うかを訪ねた結果を図 3.4.2 に示す。売上高の減少は見

られなかったという回答を含め、売上高が震災前の状態

に戻っている商店は、全体の約 15.9％でしかない。各業

種共に売上高の減少が深刻な問題になっているのである

が、売上高が震災前の状態に戻るまでに、10 年以上かか

る、あるいはいつ頃戻るか分からないと回答している人

が有効回答数の大部分を占めており、将来に悲観的な意

見が多く見られた。また、図 3.4.3 は、売上高の戻った

時期、戻ると思われる時期を業種別に見たものである。

どの業種においても売上高が戻っている割合は低い。そ

の中で、「製造業系」「その他小売業」「サービス業系」の

3 業種では、他業種よりも若干ではあるが売上高の回復

が見受けられる。 
3.5 客数の変化 
売上高を支配する主要な要因である客数の変化は、震災

後に営業を再開したときの平均値が震災前の 80.8％で

あったものが、現在では 61.6％にまで減少しており、震

災後営業再開時よりも現在の方が極めて深刻な状況にあ

るといえる。 

次に、震災前後の客数の変化を業種別に比較した結果を

図 3.5.1 に示す。「製造業系」「飲食業系」の 2 業種は、

営業再開時には震災前とほぼ変わらない程度の客が訪れ

ていたが、現在では、急激に客数の落ち込みが見られ他

の業種とあまり変わらない水準にまで落ち込んでいる。

「製造業系」の商店には建設業が数軒含まれているため、

震災直後には復興に伴う需要があったために客数の落ち

込みが少なかったのではないかと思われる。「飲食業系」

に関しては、前節でも述べたとおり、震災直後には、復

旧作業関連需要が、一般居住者需要を補完していたので

あるが、現在では前者が減少し、客数の減少が顕在化し

たためだと思われる。 
3.6 災害防備の現状 
各商店における災害防備の現状について複数回答形式で

訪ねた結果を図 3.6.1 に示す。どの項目においても、震

災前から災害防備を行っていたという商店はほとんどな

く、大災害に対する意識が薄かったと言わざるを得ない。

現在行っている災害防備としては「耐震補強をした」「地

震に強い構造にした」「設備の転倒防止をした」といった

地震の揺れに対する対策を実施した商店が多かったこと

が分かる。また、水の備蓄の観点からは、ペットボトル

やポリタンクによる水確保といった比較的簡単な方法で

水を備蓄している回答が多く見られた。一方で、受水槽

や高架水槽など大がかりな方法で水を確保している商店

は非常に少なかった。 
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 これらの結果のうち、「建物の耐震化」「設備の転倒防

止」「水備蓄の有無」の 3 項目について、商店街調査と

同時に実施した「兵庫県南部地震からの復旧状況に関す

る調査」*1（以後「住宅調査」という）にある同様の項

目の調査結果とを比較した結果を図 3.6.2 に示す。 

建物の耐震化については、商店が約 37％、住宅が約 23％

と商店の方が住宅よりも実施している傾向が強い。反対

に、設備の転倒防止については、住宅の方が商店よりも

実施している割合が高い。また、水備蓄については、商

店、住宅ともに 20％強で、大きな差は見られなかった。

しかし、これらの 3 項目すべてにおいて災害防備を実施

しているという回答が 40％を超えた項目が一つも無く、

大災害を経験した直後であるにもかかわらず災害への備

えは十分に行われていないことが分かった。 
 
4.4.4.4.まとめまとめまとめまとめ    
今回の調査で分かったこととしては、以下のような事

項が挙げられる。 

・現在の従業員数は、ほとんどの業種において震災前

に比べて低下しているが、営業再開時よりは増加傾向

にあることが分かった。 

・ほとんどの業種で震災前、震災後営業再開時と比較

して、現在の方が売上高が大きく減少しており、震災

による間接被害が商店にとって大きな問題になってい

ることが分かった。すべての業種において売上高の減

少が見られ、また、売上高が戻るのにもまだ時間がか

かりそうであるとの悲観的な意見が多く見られた。 

・各商店の売上高が減少している原因としてはいくつ

か挙げられるが、最も大きな要因になっているのが客

数の減少である。本調査の他の項目からも客の減少が

店舗に与える影響が大きいという意見が多く見られ

た。 

・災害復興の拠点として機能していくことが望ましい

と思われる近隣商店街であるが、実際には災害に対す

る備えが住宅の災害防備よりも低く災害への備えがま

だ不十分であることが分かった。 

 

以上の状況を考えると、今後は、震災による間接被害

を軽減するような災害復興政策をとっていく必要があ

る。すなわち、被災地に新たな居住者を迎え入れる、

あるいは、商圏を拡大して広範囲の地域から客を呼ぶ

などといった対策が必要であると思われる。 

なお、今回の調査に関連して、災害を経験した都市と

経験していない都市の商店との間で、災害に対する意

識や防備体制にどの程度の差異が見られるのかを検討

していきたいと考えている。 
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